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提出します。 
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健全化判断比率及び資金不足比率の審査意見

第１　審査の対象

１　令和７年度　健全化判断比率

　　（１） 実質赤字比率

　　（２） 連結実質赤字比率

　　（３） 実質公債費比率

　　（４） 将来負担比率

２　令和７年度　資金不足比率

３　１及び２の算定の基礎となる事項を記載した書類

第２　審査の期間

令和８年８月１３日から令和８年９月１日まで

第３　審査の方法

　 審査は、健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した

書類が、地方公共団体の財政の健全化に関する法律その他関係法令等に従い、適正に作成

されているかを、関係書類を照合審査するとともに関係職員から説明を聴取するなど、 一般に

公正妥当と認められる審査手続きにより実施した。

第４　審査を実施した監査委員

大竹市監査委員　藥師寺基夫

大竹市監査委員　西 村 一 啓

第５　審査の結果及び意見

　 審査に付された、 健全化判断比率及び資金不足比率並びに算定の基礎となる事項を記載

した書類は、いずれも関係法令等に準拠して作成され、その算定は正確であることを認めた。

　 当年度の健全化判断における 実質赤字比率及び連結赤字比率並びに資金不足比率は、

実質赤字あるいは資金不足が発生していないため、前年度に引き続き該当の数値は算定され

なかった。

　 審査の概要については、次に示すとおりである。

　 実質公債比率及び将来負担比率は、国が示す早期健全化基準を下回ったが、 いずれの

指標も県内１４市の比較において高い比率となっている。今後も引き続き 効率的な行政運営

に取り組むとともに、 将来にわたる負担の平準化に留意しながら、規律ある財政基盤を維持

されたい。
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一般会計等
に属する
特別会計

法非適用企業

工 業 用 水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

１　算定対象会計

　健全化判断比率及び資金不足比率の算定対象となる会計の区分は、次のとおりである。

一　　般　　会　　計

港 湾 施 設 管 理 受 託 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

広 島 県 信 用 保 証 協 会

　債務保証をしている法人等がある場合、将来負担比率の算定対象となる。

普
通
会
計

一般会計等以
外に属する特
別会計のうち
公営企業に係
る特別会計以
外の特別会計

法適用企業

一部事務組合
広域連合

地方公社
第三セクター等

公
営
事
業
会
計

土 地 造 成 特 別 会 計

広 島 県 市 町 総 合 事 務 組 合

宮 島 ボ ー ト レ ー ス 企 業 団

広島県後期高齢者医療広域連合

大 竹 市 土 地 開 発 公 社

介 護 保 険 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

水 道 事 業 会 計

実
質
赤
字
比
率 連

結

実

質

赤

字

比

率

実

質

公

債

費

比

率

将

来

負

担

比

率

資
金
不
足
比
率
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区　　　分 令和７年度 令和６年度 増　減
早期健全化

基準
財政再生

基準

実 質 赤 字 比 率 － － － 13.67 20.00

連結実質赤字比率 － － － 18.67 30.00

実 質 公 債 費 比 率 11.9 12.7 △ 0.8 25.0 35.0

将 来 負 担 比 率 48.2 62.8 △ 14.6 350.0

２　健全化判断比率

　健全化判断比率の状況は、次のとおりである。

（単位 ： ％ ・ ポイント）

　（注）実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、算定した結果が赤字でないため「－」で表示した。

　実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、算定した結果、該当の数値はない。

　実質公債費比率は １１．９％で、前年度に比べて ０．８ポイント下回っており、早期健全

化基準 （ ２５．０％）及び財政再生基準 ( ３５．０％）のいずれに対しても下回っている。

　将来負担比率は ４８．２％で、前年度に比べて １４．６ポイント下回っており、早期健全

化基準 （ ３５０．０％）に対して下回っている。

　本市の比率は、いずれも国の示す基準では、財政の健全段階の範囲内である。

※早期健全化基準、財政再生基準の適用について

・地方公共団体の財政破綻を未然に防ぐために「早期健全化基準」、「財政再生基準」

　の２段階で財政悪化をチェックすることが目的である。

・健全化判断比率のうち、いずれかが早期健全化基準以上の場合には。議会の議決を

　経て財政健全化計画を定めることとなる。

・財政健全化計画の実施状況を踏まえ、財政の早期健全化が著しく困難と認められる

　ときは、国等の関与により、確実な財政再生が行われることとなる。
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令和７年度 令和６年度 増　減

0.28 2.25 △ 1.97

※小数点第２位を切り捨てとした。

令和７年度 令和６年度

22,837 168,036 △ 145,199 △ 86.4

968 14,476 △ 13,508 △ 93.3

968 14,476 △ 13,508 △ 93.3

23,805 182,512 △ 158,707 △ 87.0

8,325,357 8,079,825 245,532 3.0

令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

6,266,508 6,070,082 196,426 3.2

2,058,849 1,969,627 89,222 4.5

0 40,116 △ 40,116 皆減

8,325,357 8,079,825 245,532 3.0

（１）実質赤字比率

　福祉、教育、まちづくり等を行う地方公共団体の一般会計等の赤字の程度を指標化し、

財政運営の深刻度を示すもので、比率は次の算式による。

一般会計等の実質赤字額 Ａ

標準財政規模 Ｂ

　本市の実質収支額は ２３，８０５千円の黒字となっているため、実質赤字比率の算定では

なく、参考にＡを実質収支額として計算上の比率を求めたところ、０．２８％となり，前年度

と比べ １．９７ポイント黒字幅が小さくなっている。

　なお、自主的な改善努力による財政健全化を図るための早期健全化基準 （ １３．６７％）と

の差は １３．９５ポイントとなった。

（単位 ： ％ ・ ポイント）

区　　　　　　分

本市の参考比率　Ａ/Ｂ

（単位 ： 千円 ・ ％）

実　質　収　支　額

特別会計の実質収支額が １３，５０８千円 （ △９３．３％）それぞれ減少したことによる。

[標準財政規模] （単位 ： 千円 ・ ％）

一 般 会 計

一 般 会 計 等 に 属 す る 特 別 会 計

港湾施設管理受託特別会計

合　　　　　　計　　Ａ

標準財政規模　　Ｂ

（注）標準財政規模とは、地方公共団体の市税・譲与税・普通交付税などの標準的な規模を示すもの。

　標準財政規模は、標準税収入額等、普通交付税額、臨時財政対策債発行可能額を合計

した ８，３２５，３５７千円で、前年度に比べ ２４５，５３２千円 （３．０％）の増加となった。

実質赤字比率 ＝

区　　　　　　分 増減額 増減率

区　　　　　　分

標 準 税 収 入 額 等

普 通 交 付 税 額

臨 時 財 政 対 策 債 発 行 可 能 額

合　　　　　　　計

　実質収支額の合計は ２３，８０５千円で、前年度に比べ １５８，７０７千円 （ △８７．０％）

の減少となっている。これは、一般会計の実質収支額が １４５，１９９千円 （ △８６．４％）、
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令和７年度 令和６年度 増　減

△ 32.26 △ 30.97 △ 1.29

令和７年度 令和６年度

22,837 168,036 △ 145,199 △ 86.4

一般会計等
に属する
特別会計

968 14,476 △ 13,508 △ 93.3

3,618 1,876 1,742 92.9

67,444 88,611 △ 21,167 △ 23.9

3,263 2,040 1,223 60.0

98,130 275,039 △ 176,909 △ 64.3

令和７年度 令和６年度

828,909 808,797 20,112 2.5

107,201 140,965 △ 33,764 △ 24.0

1,651,810 1,277,706 374,104 29.3

法非適用企業 0 0 0 －

2,587,920 2,227,468 360,452 16.2

2,686,050 2,502,507 183,543 7.3

8,325,357 8,079,825 245,532 3.0

（２）連結実質赤字比率

　すべての会計の赤字や黒字を合算し、地方公共団体全体としての赤字の程度を指標化し、

運営の深刻度を示すもので、比率は次の算式による。

連結実質赤字額 （Ａ＋Ｂ）

標準財政規模 Ｃ
連結実質赤字比率 ＝

　本市の連結実質収支額は ２，６８６，０５０千円の黒字となっているため、連結実質赤字比率

の算定ではなく、参考にＡ＋Ｂを連結実質収支額として計算上の比率を求めたところ

△ ３２．２６％となり、前年度に比べ １．２９ポイント黒字幅が大きくなった。

　なお、自主的な改善努力による財政健全化を図るための早期健全化基準 （ １８．６７％）との

差は ５０．９３ポイントとなった。

（単位 ： ％ ・ ポイント）

区　　　　　　分

本市の参考比率　（Ａ＋Ｂ）/Ｃ

（単位 ： 千円 ・ ％）

実　質　収　支　額
区　　　　　　分 増減額 増減率

一 般 会 計

港湾施設管理受託特別会計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

後期高齢者医療特別会計

一般会計等以
外に属する特
別会計のうち
公営企業に係
る特別会計以
外の特別会計

小　　　　　　　計　　　Ａ

資　金　剰  余　額

水 道 事 業 会 計

工 業 用 水 道 事 業 会 計

区　　　　　　分 増減額 増減率

下 水 道 事 業 会 計

土 地 造 成 特 別 会 計

小　　　　　　　計　　　Ｂ

法適用企業

合　　　　　計　　Ａ + Ｂ

標　準　財　政　規　模　Ｃ
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令和６年度 増　減

12.7 △ 0.8

令和６年度 増　減

Ａ 1,716,701 124,124

Ｂ 298,568 13,056

2,015,269 137,180

Ｃ 117,164 14,252

Ｄ 1,126,375 30,763

1,243,539 45,015

Ｅ 8,079,825 245,532

11.1 1.0

　連結実質収支額の合計は  ２，６８６，０５０千円で、前年度に比べ １８３，５４３千円 （７．３％）

の増加となった。これは、実質収支額が １７６，９０９千円 （△６４．３％）減少し、資金剰余額

 が３６０，４５２千円 （１６．２％）増加したことによる。

（３）実質公債費比率

　借入金の返済額及びこれに準ずる額の大きさを指標化し、資金繰りの危険度を示したもので、

比率は次の算式による。

（元利償還金 Ａ＋準元利償還金 Ｂ） ―

（特定財源Ｃ＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額Ｄ）

（標準財政規模 Ｅ）　―

（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 Ｄ）

実質公債
費 比 率

＝ 　の３ヵ年平均

　実質公債費比率は、次表のとおりである。

（単位 ： ％ ・ ポイント）

区　　　　　　分 令和７年度

実質公債費比率（３ヵ年平均） 11.9

（注） 単年度の実質公債費比率は、令和７年度：12.1%　令和６年度：11.1％　令和５年度：12.7％　令和４年度：14.4%

　３ヵ年平均の比率は １１．９％で、前年度に比べ ０．８ポイント低くなっており、早期健全化基準

（ ２５．０％）を下回っている。

131,416

（単位 ： 千円 ・ ％ ・ ポイント）

区　　　　　　分 令和７年度

元 利 償 還 金 1,840,825

準 元 利 償 還 金 311,624

計　（Ａ＋Ｂ） 2,152,449

特 定 財 源

元 利 償 還 金 ・ 準 元 利 償 還 金 に
係 る 基 準 財 政 需 要 額 算 入 額 1,157,138

計　（Ｃ＋Ｄ） 1,288,554

標 準 財 政 規 模 8,325,357

係る基準財政需要額算入額が３０，７６３千円、標準財政規模が ２４５，５３２千円、それぞれ

増加したことによる。

　また、単年度で比較してみると、当年度の比率は １２．１％で、前年度に比べ １．０ポイント高く

なった。 これは主として、元利償還金が １２４，１２４千円、元利償還金・準元利償還金に

実質公債費比率（単年度） 12.1
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令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

 （注1） 1,840,825 1,716,701 124,124 7.2

 （注2） 311,624 298,568 13,056 4.4

3,168 6,964 △ 3,796 △ 54.5

533 576 △ 43 △ 7.5

135,255 120,227 15,028 12.5

172,668 170,801 1,867 1.1

0 0 0 ―

2,152,449 2,015,269 137,180 6.8

　元利償還金及び準元利償還金は ２，１５２，４４９千円で、前年度に比べ １３７，１８０千円

（６．８％）の増加となっている。 これは、元利償還金が １２４，１２４千円 （７．２％）、

準元利償還金が １３，０５６千円 （４．４％）それぞれ増加したことによる。

（イ） 特定財源の状況について

令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

18,936 25,301 △ 6,365 △ 25.2

111,677 91,060 20,617 22.6

803 803 0 0.0

0 0 0 －

131,416 117,164 14,252 12.2

　特定財源は １３１，４１６千円で、前年度に比べ １４，２５２千円 （１２．２％）の増加となっている。

　これは、償還額に充当した市営住宅使用料が ６，３６５千円 （△２５．２％）減少したものの、

都市計画事業の財源として発行された地方債償還額に充当した都市計画税が ２０，６１７千円

（２２．６％）増加したことによる。

水 道 事 業 会 計

工 業 用 水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

（ア） 元利償還金，準元利償還金の状況について

（単位 ： 千円 ・ ％）

区　　　　　　分

　元利償還金（一般会計等） 

　準　元　利　償　還　金

土 地 造 成 特 別 会 計

一 時 借 入 金 利 子

合　　　　　　計

（注1） 元利償還金は、一般会計等の公債費である。

（単位 ： 千円 ・ ％）

区　　　　　　分

市 営 住 宅 使 用 料

都 市 計 画 事 業 の 財 源 と し て 発 行 さ れ た
地 方 債 償 還 額 に 充 当 し た 都 市 計 画 税

（注2） 準元利償還金は、主として公営企業会計の支払う元利償還金への一般会計からの繰出金や一時借入金

　　　　利子である。

簡 易 水 道 建 設 費 負 担 金

情 報 基 盤 施 設 貸 付 収 入

合　　　　　　計

（注）特定財源は公債費に充当されているものである。
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令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

(注1) 848,685 828,815 19,870 2.4

(注2)
305,547 291,708 13,839 4.7

(注3)
2,906 5,852 △ 2,946 △ 50.3

1,157,138 1,126,375 30,763 2.7

（ウ） 元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額の状況について

（単位 ： 千円 ・ ％）

区　　　　　　分

災害復旧費等に係る基準財政需要額

事 業 費 補 正 に よ り 基 準 財 政
需 要 額 に 算 入 さ れ た 公 債 費

密 度 補 正 に よ り 基 準 財 政 需 要
額 に 算 入 さ れ た 元 利 償 還 金

合　　　　　　計

（注１） 臨時財政対策債や東日本大震災全国緊急防災施策等債、財源対策債の償還金が主なものである。

（注２） 下水道事業費や清掃事業費の市債償還金が主なものである。

費が １３，８３９千円（ ４．７％）それぞれ増加したことによる。

（注３） 一般会計出資債及び簡易水道事業債である。

　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額は １，１５７，１３８千円で、前年度と

比べ ３０，７６３千円 （２．７％）の増加となっている。 これは、密度補正により基準財政需要額に

算入された元利償還金が ２，９４６千円（ △５０．３％）減少したものの、災害復旧費等に係る基準

財政需要額が １９，８７０千円 （２．４％）、事業費補正により基準財政需要額に算入された公債
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（４）将来負担比率

令和７年度 令和６年度 増　減

48.2 62.8 △ 14.6

令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

A 29,673,644 29,046,966 626,678 2.2

B 26,212,657 24,679,040 1,533,617 6.2

3,460,987 4,367,926 △ 906,939 △ 20.8

C 8,325,357 8,079,825 245,532 3.0

D 1,157,138 1,126,375 30,763 2.7

7,168,219 6,953,450 214,769 3.1

[参考]　将来負担比率の推移 （単位 ： ％ ・ ポイント）

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

167.8 167.8 157.3 156.4

△ 22.7 0.0 △ 10.5 △ 0.9

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

123.1 91.4 62.8 48.2

△ 13.7 △ 31.7 △ 28.6 △ 14.6

　地方公共団体の一般会計借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現

時点での残高の程度を指標化し、将来財政を圧迫する可能性が高いかどうかを示すもので、

比率は次の算式による。

将来負担額 Ａ　―　充当可能な財源（基金・特定歳入等）Ｂ

標準財政規模 Ｃ　―　元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 Ｄ　　

　将来負担比率は、次表のとおりである。

（単位 ： ％ ・ ポイント）

区　　　　　　分

将来負担比率（Ａ－Ｂ）/（Ｃ－Ｄ）

元 利 償 還 金 ・ 準 元 利 償 還 金 に
係 る 基 準 財 政 需 要 額 算 入 額

計　（Ｃ－Ｄ）

　将来負担比率は ４８．２％で、前年度に比べて １４．６ポイント下回っている。

　当年度も、早期健全化基準 （ ３５０．０％）を下回った数値となった。

（単位 ： 千円 ・ ％）

区　　　　　　分

将 来 負 担 額

充 当 可 能 な 財 源
（ 基 金 ・ 特 定 歳 入 等 ）

計　（Ａ－Ｂ）

対 前 年 度 △ 19.6

将来負担比率 ＝

対 前 年 度 △ 24.0

決 算 年 度 令和３年度

将来負担比率 136.8

　この数値が低い方が、将来の財政を圧迫する可能性が低いといえるもので、平成19年度の

制度創設時の ３０１．６％から減少基調が続き、当時より ２５３．４ポイント減少した。

決 算 年 度

将来負担比率 190.5

標 準 財 政 規 模
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令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

21,861,771 21,809,478 52,293 0.2

384,259 384,259 0 0.0

3,471,995 2,926,876 545,119 18.6

0 0 0 －

1,658,750 1,634,587 24,163 1.5

2,296,869 2,291,766 5,103 0.2

2,293,643 2,290,020 3,623 0.2

3,226 1,746 1,480 84.8

29,673,644 29,046,966 626,678 2.2

令和７年度 令和６年度 増減額 増減率

(注1) 8,970,508 7,943,883 1,026,625 12.9

(注2) 2,903,337 2,414,250 489,087 20.3

2,503,445 1,910,597 592,848 31.0

(注3)
14,338,812 14,320,907 17,905 0.1

10,205,889 10,394,839 △ 188,950 △ 1.8

26,212,657 24,679,040 1,533,617 6.2

（ア）将来負担額の状況について

（単位 ： 千円 ・ ％）

区　　　　　　分

地 方 債 の 現 在 高

債 務 負 担 行 為 に 基 づ く 支 出 予 定 額

公 営 企 業 債 等 繰 入 見 込 額

組 合 等 へ の 負 担 等 見 込 額

退 職 手 当 負 担 見 込 額

設 立 法 人 の 負 債 額 等 負 担 見 込 額

大 竹 市 土 地 開 発 公 社

第 三 セ ク タ ー 等

合　　　　　　計

　将来負担額は ２９，６７３，6４４千円で、前年度に比べ ６２６，６７８千円 （ ２．２％）の増加

となった。これは主に、地方債の現在高が５２，２９３千円（ ０．２％）、公営企業債繰入見込

額が ５４５，１１９千円（１８．６％）それぞれ増加したことによる。

基 準 財 政 需 要 額 へ
算 入 さ れ る 見 込 額

う ち 臨 時 財 政 対 策 債
償 還 費 等 公 債 費

合　　　　　　計

（イ） 充当可能な財源（基金・特定歳入など）の状況について

（単位 ： 千円 ・ ％）

区　　　　　　分

充 当 可 能 な 基 金

充 当 可 能 な 特 定 歳 入

基金が１，０２６，６２５千円（ １２．９％）、充当可能な特定歳入が ４８９，０８７千円 （ ２０．３％）、

基準財政需要額へ算入される見込額が １７，９０５千円 （０．１％）、 それぞれ増加したことによる。

　充当可能な財源は、財政調整基金など  ８，９７０，５０８千円、都市計画事業の財源として

発行された地方債償還額に充当可能な都市計画税などの特定歳入が ２，９０３，３３７千円、

地方交付税の算定に用いる基準財政需要額へ算入される見込額が １４，３３８，８１２千円となり、

全体では、 ２６，２１２，６５７千円となった。

　 これを前年度と比べると、１，５３３，６１７千円 （ ６．２％）増加している。これは、 充当可能な

（注１）地方自治法第241条に規定する基金であって、現金・預金・国債等で保有しているもの。

（注２）地方債の償還に充当できる国・県等補助金、公営住宅の使用料及び都市計画税などを対象としている。

（注３）普通交付税の算定基礎となるもので、地方公共団体の財政需要を合理的に算出した額のうち、公債費等に

　　　　ついて国の定めた算定額を基準財政需要額に算入するもの。

う ち 都 市 計 画 税 充 当 見 込 額
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３　資金不足比率

令和７年度 令和６年度 増　　減
経営健全化
基　　　準

－ － －

－ － －

－ － －

法非適用企業 － － －

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

流動負債
算　入
地方債

流動資産
資金不足額

又は
資金剰余額

事業の規模

（Ａ＋Ｂ-Ｃ）

令和７年度 247,959 0 1,076,868 △ 828,909 433,947

令和６年度 206,632 0 1,015,429 △ 808,797 434,486

増　減　額 41,327 0 61,439 △ 20,112 △ 539

令和７年度 252,286 0 359,487 △ 107,201 472,303

令和６年度 217,214 0 358,179 △ 140,965 461,614

増　減　額 35,072 0 1,308 33,764 10,689

令和７年度 580,000 0 2,231,810 △ 1,651,810 771,996

令和６年度 574,557 0 1,852,263 △ 1,277,706 767,377

増　減　額 5,443 0 379,547 △ 374,104 4,619

　公営企業の資金不足額を、公営企業の事業規模と比較して指標化し、経営状況の悪化の

深刻度を示すものである。

　資金不足比率の状況は次のとおりである。

（単位 ： ％）

会　　　計　　　名

水 道 事 業 会 計

工 業 用 水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

土 地 造 成 特 別 会 計

　いずれの会計も資金不足は生じておらず、資金不足比率は「－」で表示した。

　資金不足比率が経営健全化基準以上の場合には、議会の議決を経て経営健全化計画を

定めることとなる。

（１）法適用企業

　　　法適用企業の資金剰余額の状況は、次表のとおりである。

下水道事業会計

３７４，１０４千円の増加となっている。

法適用企業
20.0

区　　分 会計年度

水道事業会計

工業用水道
事業会計

資金不足比率　　＝　　
Ｄ（流動負債　Ａ＋算入地方債　Ｂ－流動資産　Ｃ）

事　業　の　規　模　Ｅ

　公営企業における法適用企業の資金剰余額は、水道事業会計で ８２８，９０９千円となり、

前年度と比べ ２０，１１２千円の増加、工業用水道事業会計で １０７，２０１千円となり、前年度と

比べ ３３，７６４千円の減少、下水道事業会計で １，６５１，８１０千円となり、前年度と比べ 

(単位 ： 千円)

　　　比率は次の算式による。　Ｄの値がマイナスの場合は，資金剰余額となる。

[経営健全化基準の適用]
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Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

歳出額
算　入
地方債

歳入額
土地収入
見 込 額

計

（A＋B-C-D）

令和７年度 1,003,805 0 222,813 1,189,724 △ 408,732

令和６年度 1,560,134 0 777,992 1,194,392 △ 412,250

増　減　額 △ 556,329 0 △ 555,179 △ 4,668 3,518

F G H

地方債
残　高

長　期
借入額

計

（F+G）

令和７年度 2,168,736 0 2,168,736

令和６年度 2,383,034 0 2,383,034

増　減　額 △ 214,298 0 △ 214,298

J K L

事業の規模

（J+K）

令和７年度 2,168,736 780,992 2,949,728

令和６年度 2,383,034 782,142 3,165,176

増　減　額 △ 214,298 △ 1,150 △ 215,448

（２）法非適用企業（宅地造成事業）

　　　資金剰余額の状況は、次表のとおりである。

(単位 ： 千円)

I　　資金不足額（剰余額）

0

0

0

 　　　比率は次の算式による。　Ｉ がマイナスの場合は、資金剰余額となる。

I

事　業　の　規　模　L

  土地造成特別会計についても、資金不足額は生じていない。

区　　分 会計年度

土地造成
特別会計

区　　分 会計年度 　　Ｅ＞０→Ｅ
　　Ｅ＜０→「Ｅ＋Ｈ」又は
　　「０」のいずれか小さい方

土地造成
特別会計

区　　分 会計年度

資本に相当
する額（建設
改良費に充て
た地方債の残
高）

負債に相当
する額（実質
赤字額）

土地造成
特別会計

資金不足比率　　＝　　
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